
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ２月県議会定例会に提出する平成 29 年度当初予算案について、現在知事 

査定を行っています。 

   27 日（金）までに行った知事査定で内容が固まった事業の概要は、別紙の  

とおりです。 

   今後、知事査定結果を速報として随時お知らせしますが、当初予算案全体の

概要は、２月８日（水）の部局長会議で決定した上で発表する予定です。 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

長野県（総務部）プレスリリース 平成 29年（2017年）１月 30日 

平成 29 年度当初予算案の知事査定結果《速報（第１回）》について 

 

総務部財政課財政企画係 

(課長) 岡地 俊季 (担当) 高橋 寿明 

電話：026-235-7039（直通） 

   026-232-0111（代表）内線 2062 

FAX： 026-235-7475 

E-mail  zaisei@pref.nagano.lg.jp 

しあわせ信州創造プラン（長野県総合５か年計画）推進中！ 



【新】
広域受援計画策定事業費

危機管理防災課 H29当初

危機管理部

事　業　名
【しあわせ信州創造プランのプロジェクト名】
<信州創生戦略の基本方針名(一部略記)>

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

大規模災害が発生した際に国や他県からの支援を迅速かつ円滑に受け入れ
るため、長野県内の受入拠点の配置、人的・物的支援、医療活動、ボランティ
ア等の受け入れ調整手順等を定める長野県広域受援計画の策定に着手しま
す。

　　*広域防災拠点基本構想の策定(H29)、
　　　長野県広域受援計画の策定（H30)、検証・改善（H31)

8,721 H28当初 0

1



移住・交流推進事業費

【誇りある暮らし実現】

【活動人口増加】

<多様な働き方・暮らし方の創造>

<若者のライフデザインの希望実現>

<大都市・海外との未来志向の連携>

地域振興課
楽園信州・移住推進室 H29当初

市町村の広域連携推進
事業費

<まち・むらづくり>

市町村課 H29当初

元気な地域づくり人材
育成事業費

【誇りある暮らし実現】

<まち・むらづくり>

地域振興課 H29当初

県有民営による幹線バス
路線確保対策事業費

<まち・むらづくり>

交通政策課 H29当初

企画振興部

事　業　名
【しあわせ信州創造プランのプロジェクト名】
<信州創生戦略の基本方針名(一部略記)>

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

移住者や二地域居住者を増やし地域の活力を創出するため、関係部局や田
舎暮らし「楽園信州」推進協議会加入団体との連携により、大都市圏での魅力
発信、県内への移住者等の受入体制充実に向けた取組を実施します。

　　　・三大都市圏への移住相談窓口の設置
　　　・NPO法人ふるさと回帰支援センターとの連携事業
　　　・田舎暮らし「楽園信州」推進協議会と連携した移住セミナー等の開催
（新）・移住希望者が県内で働くための情報を一堂に集めた相談会の開催

*行政サポートによる移住者数：927人（H27）→1,000人（H29）

*移住者数：1,386人（H27）→2,450人（H29）

(H27前倒し含み) (97,377)

*移住相談件数：7,547件（H27）→8,051件（H29）

*週末信州人登録者数：0人（H27）→100人（H29）

60,086 H28当初 35,818

(H27前倒し含み) (10,000)

地域づくりリーダーの育成や地域おこし協力隊員の定住・定着を促進するな
ど、地域づくりに取り組む人材の確保・育成を推進します。

　　　・地域に飛び出せ！信州元気づくり実践塾の開催
　　　・地域おこし協力隊研修会、交流会の開催
（新）・地域おこし協力隊サポート体制の構築（ハンドブックの作成等）

*塾生による地域課題の解決に向けた事業の立案件数：３件以上

*地域おこし協力隊員の数：205人（H27）→240人以上（H29）

広域で連携した地域づくりを促進するため、広域連携に対する国の支援制度
が適用されない地域において、市町村が取り組む連携事業に対して助成しま
す。

　・対象地域　 大北地域　５市町村
　・補助率　　　1/2以内

*圏域全体の活性化に取り組む圏域数：８圏域（H27）→９圏域（H29）

15,000 H28当初 0

県がバスを所有し、乗合バス事業者が運行する「県有民営」手法により、県内
幹線バス路線の基盤を強化します。

　・購入車両　３台

*地域間幹線バス路線数の維持：29系統（H29）

76,000 H28当初 53,000

*地域おこし協力隊員の定住率：向上

2,806 H28当初 2,831
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地域交通ベストミックス構築
事業費

<まち・むらづくり>

交通政策課 H29当初

スマート県庁構築事業費

情報政策課 H29当初

8,040 H28当初 4,540

地域で支える快適で持続可能な交通体系を実現するため、地域交通の最適
化に向けた取組を進める市町村を支援します。

　・市町村実施事業への助成　　補助率　1/2以内
　・交通アドバイザーの派遣

*県民一人あたり公共交通機関利用回数：49.6回/人（H29）

業務の効率化や県民サービスの向上を図るため、ICTを活用して「しごと改革」
を推進します。
　　　・タブレット型端末の活用
　　　・サテライトオフィス、在宅勤務の実施
　　　・テレビ会議の実施
　 　 ・ペーパーレス会議の実施
（新）・県庁及び合庁の県民ホール等の無料Wi-Fi整備

*ペーパーレス会議実施回数：131回(H27)→307回(H29)

6,272 H28当初 3,008
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【次世代産業創出】

ものづくり振興課 H29当初

【新】

【次世代産業創出】

<活力と循環の信州経済の創出>

ものづくり振興課 H29当初

【次世代産業創出】

<活力と循環の信州経済の創出>

ものづくり振興課 H29当初

<活力と循環の信州経済の創出>

ものづくり振興課 H29当初

【誇りある暮らし実現】

ものづくり振興課 H29当初

産業労働部

事　業　名
【しあわせ信州創造プランのプロジェクト名】
<信州創生戦略の基本方針名(一部略記)>

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

「NAGANOの食」おいしさ
評価モデル構築事業費

おいしさの定量化、価値化を客観的指標とした新たな食品開発の仕組みづく
りを行います。

　・風味評価機器分析とヒト官能評価を併せた風味評価モデルの構築
　・おいしさ分析シートによる指標の見える化

*おいしさの評価モデル構築件数：30件(H29)

現場課題解決型医療・福祉
機器開発支援事業補助金

健康・医療分野の機器開発を促進するため、県内の中小企業や大学等を核と
した産学官連携による試作開発を支援します。
　
　・事業主体　県内中小企業、県内大学等
　・補助率　　 1/2以内

*健康・医療関連機器開発件数：５件（H29）

10,000 H28当初 10,000

3,295 H28当初 0

19,389 H28当初 19,389

次世代リーディング産業
創出支援事業補助金

国際競争力を有するものづくり産業の振興を図るため、次世代リーディング産
業に係る産学官連携プロジェクトの企画・実施化を支援します。

　・事業主体　公益財団法人長野県テクノ財団
　・補助率　　 10/10

*研究開発プロジェクトの企画・運営件数：11件（H29）

工業技術総合センター
事業費

ものづくり産業振興戦略プランに基づき、次世代産業技術開発推進本部を設
置し、受託加工型企業の研究開発型への転換を促進するため、既存設備の
維持管理、機器整備等を実施します。

　・県内企業の技術課題解決を支援

*技術相談件数：18,000件（H29）

＜優先度評価に基づく県有施設の修繕・改修＞

396,809 H28当初 370,056

伝統的工芸品産業魅力
アップ・創造事業費

伝統的工芸品の魅力向上と産地の活性化を図るため、後継者の育成・確保、
新商品の開発、県内外の販路開拓などの産地の取組を支援します。

　　　・産地組合等による活性化に向けた取組への支援
　　  ・伝統工芸技術の伝承講習会開催支援
　　  ・新規就業者の定着促進支援
 (新)・外国語版パンフレットの作成
      ・展示商談会の開催・出展支援

*技術伝承講習会参加者数：41人（H27）→50人（H29）

19,056 H28当初 23,200
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事　業　名
【しあわせ信州創造プランのプロジェクト名】
<信州創生戦略の基本方針名(一部略記)>

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

【次世代産業創出】

<活力と循環の信州経済の創出>

産業立地・経営支援課 H29当初

産業集積促進事業費

【次世代産業創出】

産業立地・経営支援課 H29当初
[債務負担行為額]

創業・起業支援事業費

【次世代産業創出】

<活力と循環の信州経済の創出>

産業立地・経営支援課
創業・サービス産業振興室

H29当初

中小企業融資制度資金
[070304]

【次世代産業創出】

産業立地・経営支援課 H29当初

マーケティング支援セン
ター事業費

県内中小企業のマーケティング力の強化を図るため、販路開拓や受発注取引
を支援します。

　・マーケティングに関する相談対応、助言
　・工業製品、加工食品などの国内外展示会等への出展支援

*国内販路開拓商談件数：4,700件（H29）
*海外販路開拓商談件数：250件（H29）
*受発注取引斡旋紹介件数：1,200件（H29）

人口の県外流出防止や社会増を図るため、雇用の確保及び地域経済の活性
化を目指し、立地セミナーの実施など企業誘致活動を強力に推進します。

  ・新規立地企業の設備投資等に対する助成支援
  ・本社等の移転に対する助成支援
  ・国内外の企業への立地環境PRのためのセミナー等の開催

*企業誘致件数：26件(H27）→40件（H29)

1,577,568 H28当初 1,483,090

146,862 H28当初 147,003

10,239 H28当初 8,225

[964,600]

県内経済を担う次世代産業を創出するため、潜在的な創業希望者の掘り起こ
しを行うとともに、創業意欲を高め、多様な創業スタイルを応援し、日本一創業
しやすい県づくりを推進します。

(新) １　信州創業応援プラットフォーム創出事業
 　　　　 産学官金のプラットフォームを構築し、一体的な創業支援施策
           を展開
(拡) ２　創業・起業支援強化事業
          創業事業者向けの創業セミナー等の開催やモデル事業を実施
(拡) ３　信州アントレプレナー育成事業
　　　　　県内小中高生に対して創業体験プログラムを実施

*ながの創業サポートオフィス相談者の創業件数：13件(H27）→25件（H29)
*「創業支援資金」利用件数：896件（H27)→1,000件（H29）

金融機関、長野県信用保証協会等と協調し、中小企業者に低利な資金をあっ
せんするとともに、信用保証料の一部を補助することにより、中小企業者の事
業活動に必要な資金を円滑に供給します。

（拡）・地方創生推進資金（事業展開向け、次世代産業向け）の拡充
（拡）・返済負担軽減に繋がる借換が可能な資金の充実

*新規融資額：357億円(H27）→800億円（H29)

56,870,827 H28当初 63,534,723
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事　業　名
【しあわせ信州創造プランのプロジェクト名】
<信州創生戦略の基本方針名(一部略記)>

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

<活力と循環の信州経済の創出>

産業立地・経営支援課
創業・サービス産業振興室

H29当初

サービス産業振興事業費

<活力と循環の信州経済の創出>

産業立地・経営支援課
創業・サービス産業振興室

H29当初

産業政策課 H29当初

【次世代産業創出】

人材育成課 H29当初

「信州で始めるあなたのお
店」応援事業費

商店街の空き店舗を活用するため、空き店舗オーナーと出店希望者らが開催
する商店街やその空き店舗の魅力を「共感」できるマッチングイベントなどによ
り、商店街の活性化を支援します。

*空き店舗契約数：３件（H28)→５件（Ｈ29)

2,877 H28当初 1,423

小規模事業・中小企業連携
組織支援事業費

小規模事業者の経営の改善発達を支援するとともに、中小企業者の事業活動
の共同化や経営基盤の強化を図ります。

　・事業主体　　商工会、商工会議所及び各連合会
                     長野県中小企業団体中央会
　・補助率　　　 10/10以内

*巡回・窓口相談回数：128,000回（H29）
*講習会等による指導回数：2,250回（H29）
*講習会等参加者数：27,000人（H29）

県内サービス産業の振興を図るため、ＩＴを中心としたクリエイティブ人材の県
外からの誘致、県内人材の育成、新商品・サービスに係る資金調達等を支援
します。

(新) １　サービス産業生産性向上事業
　　　　  県内サービス産業の労働生産性向上に資するセミナーを開催
(拡) ２　ときどき＆おためしナガノ
          県外ＩＴ産業人材等の移住、拠点開設を支援
　　　３　オープンハッカソン支援事業
　　      県内ＩＴ産業人材の発掘、育成を支援
      ４　クラウドファンディング活用促進事業
          クラウドファンディングの活用による資金調達を支援

*「おためしナガノ」移住支援件数：８件（H27)→12件（Ｈ29)
*「クラウドファンディング活用促進事業」資金調達件数：７件（H27）→10件（Ｈ29)

14,584 H28当初 14,384

2,501,610 H28当初 2,498,654

産業人材育成支援センター
事業費

県内産業界に必要な人材の育成・確保及び県民のライフステージに応じた
キャリア教育等を促進するため、関係団体等で構成する「産業人材育成支援
ネットワーク（ながの産業人材ネット）」と一体となって総合的に人材育成を支援
します。

*スキルアップ講座参加者数：1,858人(H27)→2,285人(H29)
*信州ものづくり未来塾受講者数：1,440人(H28見込)→1,530人(H29)

52,602 H28当初 52,189
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事　業　名
【しあわせ信州創造プランのプロジェクト名】
<信州創生戦略の基本方針名(一部略記)>

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

【次世代産業創出】

人材育成課 H29当初

工科短期大学校・技術専門
校職業訓練事業費

新規学卒者・離転職者等に対し、就職に必要な技能・知識等を習得するため
の職業訓練を実施し、就職の促進を図るとともに、離転職者や障がい者の就
職の促進を図るため、民間教育訓練機関に職業訓練を委託し、必要な技能・
知識の習得を図ります。

*工科短期大学校就職率：100%(H29)　*技術専門校就職率：92％(H29)
*民間活用委託訓練就職率：75%(H29)
*障がい者民間活用委託訓練就職率：57%(H29)

964,712 H28当初 1,366,328
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山岳遭難防止対策費

【農山村産業クラスター形成】

<活力と循環の信州経済の創出>

山岳高原観光課 H29当初

【信州ブランド確立】

<活力と循環の信州経済の創出>

山岳高原観光課信州ブランド推進室 H29当初

木曽観光復興対策事業費

【農山村産業クラスター形成】
<活力と循環の信州経済の創出>

観光誘客課 H29当初

観光部

事　業　名
【しあわせ信州創造プランのプロジェクト名】
<信州創生戦略の基本方針名(一部略記)>

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

県内の山岳遭難件数・遭難者数の増加に歯止めをかけ、安全・安心な登山を
楽しむ環境づくりを進めるため、山岳遭難防止に係る啓発活動や情報発信を
強化します。

　１　登山者への啓発活動
　　・安全登山啓発事業
　２　防止対策活動の充実、施設の整備
　　・夏山常駐・秋山特別パトロール隊の設置
　　・涸沢山岳総合相談所の修繕
　３　火山の山小屋強化に対する補助
　　・事業主体　常時観測火山を有する市町村
　　・補助率　　　1/2以内

*遭難件数：273件（H27）→260件（H29）

（一部  ふるさと信州寄付金基金活用事業）

66,531 H28当初 43,905

信州首都圏総合活動拠点
運営事業費

信州の美しさと健康な暮らしを多くの人とシェア（共有）するため、銀座ＮＡＧＡ
ＮＯから信州のヒト・コト・モノをトータルに発信します。

（新）・信州の様々な情報を伝える「しあわせ信州コンシェルジュ（仮称）」
　　　　の設置
　　　・県内への誘客・誘引を図る体験型イベントの実施

*銀座ＮＡＧＡＮＯ来館者数：74万人(H27)→78万人(H29)

172,161 H28当初 171,562

40,000 H28当初 0
(H27前倒し含み) (50,000)

御岳山噴火災害による影響で観光客が減少している木曽地域において、被災
前の観光地利用者数への回復を図るため、地元が主体となって行う観光プロ
モーションを支援します。

　・事業主体　　木曽観光復興対策協議会
　　（木曽郡内町村、町村観光協会、木曽観光連盟、商工団体、県で構成）

*木曽地域観光利用者　平成27年度212万人→平成31年末までに266万人
*木曽地域観光消費額　平成27年度90億9,000万円→平成31年末までに105億9,000
万円
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道路照明灯ＬＥＤ化事業費

道路管理課 H29当初
[債務負担行為額]

【農山村産業クラスター形成】
【誇りある暮らし実現】

都市・まちづくり課 H29当初

<まち・むらづくり>

都市・まちづくり課 H29当初

<まち・むらづくり>

建築住宅課 H29当初

建設部

事　業　名
【しあわせ信州創造プランのプロジェクト名】
<信州創生戦略の基本方針名(一部略記)>

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

道路照明灯にかかる電気料と維持管理経費を削減するとともに、二酸化炭素
の排出量削減により環境への負荷を抑制するため、水銀灯やナトリウム灯をＬ
ＥＤ灯に交換します。
平成29年度は東信地域の県管理道路において、10年間のリース契約により、
道路照明灯をＬＥＤ灯に交換します。

*経費削減効果（２年目～10年目）：5,466千円/年

25,859 H28当初 23,400
[397,339]

信州まちなかリノベーション
推進事業費

遊休不動産を活用した民間主導のまちづくりを波及させるため、実践者による
セミナー（空き家見学会ほか）を開催し、まちづくりの核となるキーパーソンを育
成するとともに、人材のネットワークを構築します。

　・リノベーションセミナーの開催（5地域）

*信州リノベーションセミナー受講者数：60人(H28見込)→150人(H29)

世界に誇る信州の農村景
観育成事業費

美しく豊かな信州の農村景観を世界に誇れるものとするため、保全・育成に向
けた支援などを行うとともに、信州の農村景観の魅力を国内外に向け広く発信
します。

　　　・風景の「語り部」育成
　　　・視点場（ビューポイント）づくりへの補助

*「ふるさと信州風景百選」ＨＰアクセス数：1,200件/月(H27)→1,500件/月(H29)

3,089 H28当初 3,264

1,528 H28当初 1,795

2,867 H28当初 5,367

空き家適正管理促進事業
費

市町村の空き家対策に対する技術的助言等の支援を行うとともに、既存住宅
現況検査（インスペクション）費用等への補助を行い、増加する空き家の適正
管理と円滑な流通を促進します。
　
　　　 ・空き家対策セミナーの開催
 　　　・課題解決に取り組む市町村へ専門家を派遣
　 　　・既存住宅現況検査費用・売買瑕疵保険料への補助

*既存住宅現況検査件数：30件（H29)、売買瑕疵保険加入件数：30件（H29)
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事　業　名
【しあわせ信州創造プランのプロジェクト名】
<信州創生戦略の基本方針名(一部略記)>

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

【活動人口増加】
<大都市・海外との未来志向の連携>

建築住宅課 H29当初

【活動人口増加】

<多様な働き方・暮らし方の創造>

<まち・むらづくり>

建築住宅課公営住宅室 H29当初
[債務負担行為額]

施設課 H29当初
[債務負担行為額]

県営住宅『５R』プロジェクト
推進事業費

住宅に困窮する所得の少ない方の安全・安心・快適な暮らしを確保するため、
県営住宅プラン2016に基づく『５R』プロジェクトを推進し、県営住宅の整備充
実を図ります。

 県営住宅『５R』プロジェクトの推進
　《Renovation》
　 老朽化した中高層住宅を活用し、子育て世帯等が「住みたくなる」県営
   住宅としてモデル的にリノベーション
　     ・リノベーション戸数　２戸
　《Reform》
　 入浴設備のない中高層住宅の浴室をリフォーム（ユニットバスや浴槽等
   を設置）
　　   ・入浴設備設置　213戸
　《Renewal》
 　今後も維持が必要な低層住宅を厳選してリニューアル（全面的リフォーム）
　   　・リニューアル　20戸
　《Reconstruction》
　 将来の市町村移管の協議が整った団地の建替え
　　   ・建替（建設着手含む）　78戸
　《Restructuring》
　 居住環境の整った団地への集約・移転の促進、老朽化した住宅の除却
    と土地の有効活用
　　   ・集約・移転　180戸、除却　77戸

*建替戸数：57戸（H29着手）
*中高層住宅入浴設備設置住戸：75.2％（H27）→83.3％（H29）
*集約・移転戸数：180戸（H29）

信州木のある暮らし推進事
業費

“信州の木”のある暮らしの魅力を発信するため、木造建築物の表彰、木造建
築の担い手確保に向けた啓発及び二地域居住者向けコンパクト住宅の普及
促進を実施します。
　　　・優良な木造建築物への「“信州の木”建築賞」表彰
　　　・中学校への大工技能者の派遣実習の実施
　　　・二地域居住者向けコンパクト住宅の趣旨に沿った施設整備への補助

*コンパクト住宅プレゼンテーション来場者数：45人（H27)→50人（H29)

11,362 H28当初 11,376

1,896,761 H28当初 1,247,501
[693,447] [債務負担行為額]

[3,823,369]

第二期公共施設耐震対策
事業費

地震から県民の生命及び財産を保護するため、防災上重要な拠点等となる県
有施設の耐震性能の強化や、県有施設の吊り天井の落下防止等の耐震対策
を計画的に進めます。

　・耐震診断　  　62棟
　・設計　　    　  44棟
　・工事、監理　  57棟

1,273,516 H28当初 1,576,242
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事　業　名
【しあわせ信州創造プランのプロジェクト名】
<信州創生戦略の基本方針名(一部略記)>

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

建設政策課技術管理室 H29当初

建設産業活力向上支援事
業費

意欲と熱意ある建設企業が活躍できる環境整備に向けて、優良技術者・若手
技術者の表彰や新技術・新工法の活用支援などの取組を進めます。
将来の担い手となる建設系学科高校生への就労促進事業として、地域の魅力
ある建設現場で、高校生が自らの手で設計して構造物を造る“自分たちでつく
ろうプロジェクト”を展開します。

　　  ・優良技術者、若手技術者の表彰
　    ・新技術、新工法の活用支援

*優良技術者表彰申請者数：446名(H27)→470名(H29)

967 H28当初 967
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